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議案第２４号 

 

 

令和４年度 倉敷市水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 令和４年度倉敷市水道事業会計の予算は，次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は，次のとおりとする。  

⑴ 給 水 戸 数                     ２１９，３７１戸 

⑵ 年 間 総 給 水 量                  ５９，８８５，１００㎥ 

⑶ 一日平均給水 量                     １６４，０６９㎥ 

⑷ 主要な建設改良事業 

拡 張 事 業 費                  ４０３，９７１千円 

建設改良事業費                ４，７３７，４４６千円 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。 

 収      入 

第１款 水道事業収益                   ９，４６３，２０４千円 

第１項 営 業 収 益               ８，４７２，６８５千円 

第２項 営 業 外 収 益                 ９９０，５１９千円 

    支      出 

第１款 水道事業費用                   ７，９１３，５６２千円 

第１項 営 業 費 用               ７，６７９，２２９千円 

第２項 営 業 外 費 用                 ２２３，０８３千円 

第３項 特 別 損 失                   ６，２５０千円 

第４項 予 備 費                   ５，０００千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。 

（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額  ４，３８３，０１３千円は， 

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額        ４１６，０８６千円

当 年 度 分 損 益 勘 定 留 保 資 金        ３，０６５，３７５千円 

建   設   改   良   積   立   金          ９０１，５５２千円 

で補てんするものとする。）
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収       入 

第１款 資本的収入                    ２，０９４，３６７千円 

第１項 企 業 債               １，７００，０００千円 

第２項 補 助 金                   １，１８４千円 

第３項 他 会 計 負 担 金                  ８０，５３０千円 

第４項 工 事 負 担 金                  ３１２，６５３千円 

支       出 

第１款 資本的支出                     ６，４７７，３８０千円 

第１項 建 設 改 良 費               ５，２２８，８７６千円 

  第２項 企 業 債 償 還 金               １，２３８，５０４千円 

  第３項 予 備 費                  １０，０００千円 

 

（継続費） 

第５条 該当なし   

 

（債務負担行為） 

第６条 債務負担行為をすることができる事項，期間及び限度額は，次のとおりと定める。 

事   項 期   間 限 度 額 

上二万加圧ポンプ場築造工事 令和5年度 80,000千円 

上二万加圧ポンプ場築造工事監理業務委託 令和5年度 600千円 

上二万配水池兼金山加圧ポンプ場築造工事 令和5年度 160,000千円 

上二万配水池兼金山加圧ポンプ場築造工事監理業務委託 令和5年度 1,200千円 

竜王山第２配水池造成工事 令和5年度 80,000千円 

管路工事における設計施工一括発注方式の発注支援業務委託 令和5年度 20,000千円 

福井浄水場次亜塩素注入設備更新機械設備工事 令和5年度 18,000千円 

福井浄水場次亜塩素注入設備更新電気設備工事 令和5年度 38,000千円 

  

（企業債） 

第７条 起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとおりと定める。 

起 債 の 目 的  拡張事業及び建設改良事業のうち，水道施設の整備及び改良の資金に充てる 

ため。 

限   度   額 １，７００，０００千円 

起 債 の 方 法   普通貸借又は証券発行 

利 率  ５．０％以内（ただし，利率見直し方式で借り入れる資金について，利率の 

           見直しを行った後においては，当該見直し後の利率） 

償 還 の 方 法   政府資金又は地方公共団体金融機構資金については，その融資条件により， 

           銀行その他の場合には，その債権者と協定するところによる。ただし，企業 



- 3 - 

財政の都合により据置期間及び償還期限を短縮し，又は繰上償還し，若しく 

は低利に借り換えることができる。  

 

（一時借入金） 

第８条 一時借入金の限度額は，２００，０００千円と定める。  

 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第９条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定める。 

⑴ 営 業 費 用 

⑵ 営 業 外 費 用 

⑶ 特 別 損 失 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第１０条 次に掲げる経費については，これらの経費の金額を，これらの経費のうち他の経費の

金額に，若しくはこれら以外の経費の金額に流用し，又はこれら以外の経費をこれらの経費の

金額に流用する場合は，議会の議決を経なければならない。 

⑴ 職 員 給 与 費                     ９８２，７８２千円 

⑵ 交 際 費                         ３００千円 

 

（他会計からの補助金） 

第１１条 児童手当の繰入金のため，一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は，５，９３２

千円である。 

 

（利益剰余金の処分） 

第１２条 該当なし 

 

（たな卸資産購入限度額） 

第１３条 たな卸資産の購入限度額は，１５５，０００千円と定める。 

 

 （重要な資産の取得及び処分） 

第１４条 該当なし 

 

 

令和４年２月１５日提出 

倉敷市長 伊 東 香 織  
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収　　入 （単位　千円）

予　定　額 備　　　　　　　　　考

1 水道事業収益 9,463,204

1 営 業 収 益 8,472,685

1 給 水 収 益 7,596,100 水道料金

2 受 託 工 事 収 益 72,025 配水管等の工事受託による収益

3 そ の 他 営 業 収 益 804,560 上記以外の営業収益

2 営 業 外 収 益 990,519

1 受取利息及び配当金 1,354 預金及び有価証券等の利息

2 他 会 計 補 助 金 4,748 児童手当繰入金

3 長 期 前 受 金 戻 入 949,959 償却資産の減価償却見合い分の収益化額

4 雑 収 益 34,458 上記以外の営業外収益

支　　出 （単位　千円）

予　定　額 備　　　　　　　　　考

1 水道事業費用 7,913,562

1 営 業 費 用 7,679,229

1 原 水 及 び 浄 水 費 2,443,085 取水，受水，送水等に要する費用

2 配 水 及 び 給 水 費 940,207 配水及び給水に要する費用

3 受 託 工 事 費 99,038 受託工事に要する費用

4 業 務 費 701,175 水道料金の検針，調定，収納等に要する費用

5 総 係 費 416,849 事業活動全般に要する費用

6 減 価 償 却 費 2,997,447 固定資産の減価償却費

7 資 産 減 耗 費 81,428 資産の除却費及び減耗費

2 営 業 外 費 用 223,083

1 支 払 利 息 及 び 221,426 企業債利息

企 業 債 取 扱 諸 費

2 消 費 税 及 び 1,657 消費税及び地方消費税の納付金

地 方 消 費 税

3 特 別 損 失 6,250

1 過年度損益修正損 6,250 過年度損益修正損

4 予 備 費 5,000

1 予 備 費 5,000 予備費

款 項 目

款 項 目
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収　　入 （単位　千円）

予　定　額 備　　　　　　　　　考

1 資 本的 収入 2,094,367

1 企 業 債 1,700,000

1 企 業 債 1,700,000 建設改良事業等に充当する企業債

2 補 助 金 1,184

1 他 会 計 補 助 金 1,184 児童手当繰入金

3 他会計負担金 80,530

1 他 会 計 負 担 金 80,530 消火栓設置負担金

4 工 事 負 担 金 312,653

1 工 事 負 担 金 312,653 配水管新設等に伴う工事負担金

支　　出 （単位　千円）

予　定　額 備　　　　　　　　　考

1 資 本的 支出 6,477,380

1 建 設 改 良 費 5,228,876

1 拡 張 事 業 費 403,971 拡張事業に係る建設事業費

2 建 設 改 良 事 業 費 4,737,446 拡張事業以外の建設改良に係る事業費

3 土 地 購 入 費 9,000 土地の購入費

4 車両運搬具購入費 22,300 車両運搬具の購入費

5 工具器具備品購入費 55,692 工具器具備品の購入費

6 リース資産購入費 467 リース資産の購入費

2 企業債償還金 1,238,504

1 企 業 債 償 還 金 1,238,504 企業債の償還元金

3 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000 予備費

款 項 目

款 項 目
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（単位 千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

（１） 当年度純利益 1,119,466

（２） 減価償却費 2,997,447

（３） 貸倒引当金の増減額（△は減少） 5,177

（４） 退職給付引当金の増減額（△は減少） 52,007

（５） 賞与引当金の増減額（△は減少） △ 1,096

（６） 法定福利費引当金の増減額（△は減少） △ 215

（７） 長期前受金戻入 △ 949,959

（８） 受取利息及び受取配当金 △ 1,354

（９） 支払利息 221,426

（10） 固定資産除売却損益 67,928

（11） たな卸資産の増減額（△は増加） △ 8,751

（12） 未収金の増減額（△は増加） 13,001

（13） 未払金の増減額（△は減少） △ 24,604

（14） その他 △ 32,810

小計 3,457,663

（15） 利息及び配当金の受取額 1,354

（16） 利息の支払額 △ 221,426

業務活動によるキャッシュ・フロー 3,237,591

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

（１） 有形固定資産の取得による支出 △ 4,855,876

（２） 建設改良費に係る補助金・負担金等収入 328,001

（３） 一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 81,714

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 4,446,161

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

（１） 建設改良企業債による収入　※１ 1,700,000

（２） 建設改良企業債の償還による支出　※２ △ 1,238,503

（３） リース債務の返済による支出 △ 425

財務活動によるキャッシュ・フロー 461,072

４ 資金増減額 △ 747,498

５ 資金期首残高 5,822,075

６ 資金期末残高 5,074,577

※１　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

※２　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）
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1　総　　　括

※　（　）内は，短時間勤務職員の職員数

合　　　　計 1 114(0) 11 235

特別職 一般職 会計年度任用職員 報　　　　　酬

職　　　員　　　数　(人) 　　　　　　　給　　　　　
区　　　　　分

資本勘定支弁職員 0 21(0) 0 0

本

年

度

損益勘定支弁職員 1 93(0) 11 235

前

年

度

損益勘定支弁職員 1 92(0) 15

資本勘定支弁職員 0 20(0) 0 0

256

合　　　　計 1 112(0) 15 256

手 当 の

区 分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当

合　　　　計 0 2(0) △ 4 △ 21

比

較

損益勘定支弁職員 0 1(0) △ 4

資本勘定支弁職員 0

△ 21

本 年 度 14,100 563 10,028 8,815 24,392

管 理 職 手 当

1(0) 0 0

前 年 度 15,738 563 9,821 9,610

比 較 △ 1,638 0 207 △ 795 4,176

20,216内 訳
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（単位　千円）

476,858 352,803 829,896

給　　　　　料 手　　　　　当 計 （　千円　） （　千円　）

与　　　　　費　　　　（　千円　） 法定福利費 合　　　　計

129,908 837,614

73,939 48,251 122,190 22,978 145,168

402,919 304,552 707,706

69,627 48,657 118,284 23,640

399,723 298,543 698,522 132,453 830,975

3,906 △ 662 3,244

6,009 9,184

152,886 982,782

141,924

△ 406

3,196

469,350 347,200 816,806 156,093 972,899

△ 2,545 6,639

4,312

5,603

70,620

特 殊 勤 務 手 当 時 間 外 勤 務 手 当 期 末 勤 勉 手 当
管 理 職 員 特 別

退 職 給 付 費
勤 務 手 当

13,090 △ 3,207 9,8837,508

441 49,110 173,746 988

412 7,06719 5,184 △ 9,029

422 43,926 182,775 576 63,553
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2　給料及び手当の増減額の明細

期末・勤勉手当

区　分 増 減 額 増　減　事　由　別　内　訳 説　　　　　　　　　　　　明

千円 千円

給 料 7,508 昇給に伴う増加分 3,431

その他の増減分 4,077 異動等

手 当 5,603 制度改正に伴う増減分 △ 6,075 △ 6,075

その他の増減分 11,678 退職給付費 7,067

異動等 4,611

- 12 -



Ｒ4年度平均昇給率

職員数の異動状況

人 人 人

人 人 人

人 人 人

採用退職の状況

Ｒ3年度採用者数 人

Ｒ3年度退職者数（見込） 人

Ｒ4年度採用者数（見込） 人

Ｒ4年度新規再任用者数（見込） 人

期末・勤勉手当

・期末手当 △0.15月 R4.6.1

令和３年度の改定に相当する額（△0.15月）を含む

備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　考

1.02%

112

増 減 2 0 2

（現に在職する職員数） ( その他 ） （ 計 ）

本 年 度 114 0 114

3

1

0

0

前 年 度 112 0
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3　給料及び手当の状況

 ⑴　職員１人当たり給与

 ⑵　初　　任　　給

 ⑶　級 別 職 員 数

区　　　　　　　　　分 企　　業　　職

Ｒ ４ 年 １ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 (円) 387,813

平 均 年 齢 (歳) 41.6

平 均 給 料 月 額 (円) 324,397

Ｒ ３ 年 １ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 (円) 392,420

平 均 給 料 月 額 (円) 323,265

平 均 年 齢 (歳) 40.9

区　　　　　　分 企　　業　　職（円）
一 般 会 計 の 制 度

大 学 卒 188,700 188,700

行　　政　　職 （円）

高 校 卒 154,900 154,900

区　　　　　　分
企　　　　　　　業　　　　　　　職

級 職 員 数 (人) 構 成 比 (％)

5 20 17.5

6 8 7.0

4 47 41.2

計 114 100.0

2 13 11.4

3 15 13.2

区　　　　　　分
企　　　　　　　業　　　　　　　職

級 職 員 数 (人)

Ｒ ４ 年 １ 月 １ 日 現 在

9 0 0

8 2 1.8

1 6 5.3

3 2.67

構 成 比 (％)

9 0 0.0

5 17 15.2

7

4
Ｒ ３ 年 １ 月 １ 日 現 在

2 1.8

46 41.1

3 16 14.3

8 2 1.8

6 8 7.1

計 112 100.0

2 15 13.4

1 6 5.3
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　（級別の基準となる職務）

 ⑷　特 殊 勤 務 手 当

（R4年1月1日現在）

 ⑸　期末手当・勤勉手当

 ⑹　昇　給

(Ａ) (人)

(Ｂ) (人)

2号給 (人)

4号給 (人)

6号給 (人)

8号給 (人)

1号給 (人)

3号給 (人)

(％)

区 分 1 級 2 級 3 級 4 級

企 業 職 定 型 的 業 務
高度の知識又は経験を

必要とする業務
特に高度の知識又は

経験を必要とする業務
係 長 の 職 務
副 主 任 の 職 務

8 級 9 級

課長補佐の職務 課 長 の 職 務 次 長 の 職 務 部 長 の 職 務

5 級 6 級 7 級

局 長 の 職 務

区　　　　　　　　　　　　　　　　　分 企　　　　　業　　　　　職

支給対象職員1人当たり平均支給月額 (円) 817

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 (％) 0.1

支 給 対 象 職 員 の 比 率 (％)
39.5

非 常 出 勤 手 当
夜 間 作 業 手 当

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

本 年 度 2.150

4.45 有

備　　考6月 12月

（月分） （月分）

区　　分

支 給 期 別 支 給 率
支給率計 　職制上の段階，職務の

一般会計
2.150 2.150 4.30 有

の 制 度

2.150 4.30 有

前 年 度 2.225 2.225

区　　　　　　　　　　　　　　　　　分 企　　業　　職

本
　
　
年
　
　
度

92

0

0

2

92.11

7

比 率

114

105

4

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

(Ｂ)／(Ａ)

級等による加算措置（月分）
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 ⑺　定年退職及び定年前早期退職に係る退職手当

 ⑻　その他の手当

2号給 (人) 5

4号給 (人) 96

区　　　　　　　　　　　　　　　　　分 企　　業　　職

(人) 112

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ) (人) 108

号 給 数 別 内 訳

1号給 (人) 2

3号給 (人) 5

6号給 (人)

（月分） （月分）

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

0

8号給 (人) 0

比 率 (Ｂ)／(Ａ) (％) 96.43

区　　　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

（月分）

前
　
　
年
　
　
度

職 員 数 (Ａ)

扶 養 手 当 同　　　　　じ

住 居 手 当 同　　　　　じ

通 勤 手 当 同　　　　　じ

そ の 他 の
備 考

加 算 措 置 等

国の制度と同じ

国の制度と同じ

区 分 一般会計の制度との異同

一般会計の制度

24.586875 33.27075 47.709 47.709
（支給率等）

（月分）
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令和３年度倉敷市水道事業予定損益計算書

(令和3年４月１日から令和4年３月３１日まで）

457,000       271,228    185,772    185,772         -                   -                    

2,377,422     475,486    1,901,936 1,901,936       -                   -                    

328,427       -              328,427    328,427         -                   -                    

300,000       -              300,000    -                   -                   300,000          

80,000         -              80,000     -                   -                   80,000            

600              -              600          -                   -                   600                

160,000       -              160,000    -                   -                   160,000          

1,200           -              1,200       -                   -                   1,200              

80,000         -              80,000     -                   -                   80,000            

20,000         -              20,000     -                   -                   20,000            

18,000         -              18,000     -                   -                   18,000            

38,000         -              38,000     -                   -                   38,000            
 福井浄水場次亜塩素注入設
 備更新電気設備工事

― 令和5年度

 管路工事における設計施工
 一括発注方式の発注支援業
 務委託

― 令和5年度

 福井浄水場次亜塩素注入設
 備更新機械設備工事

― 令和5年度

 竜王山第２配水池造成工事 ― 令和5年度

 上二万加圧ポンプ場築造工
 事監理業務委託

― 令和5年度

 上二万配水池兼金山加圧ポ
 ンプ場築造工事監理業務委
 託

― 令和5年度

 上二万配水池兼金山加圧ポ
 ンプ場築造工事

― 令和5年度

 水道料金等システム更新等
 業務委託

―
令和4年度から
令和9年度まで

 宇野津配水池造成工事

 倉敷市水道局水道料金収納
 等業務委託

令和3年度
令和4年度から
令和7年度まで

―
令和4年度から
令和5年度まで

 上二万加圧ポンプ場築造工
 事

― 令和5年度

 倉敷市水道局浄水施設運転
 管理業務委託

令和元年度から
令和 3年度まで

令和4年度から
令和5年度まで

期　間 金　額 期　間 金　額 水道事業収益 企　業　債
損益勘定

留保資金

令 和 ４ 年 度　倉 敷 市 水 道 事 業 会 計
債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事　　項 限　度　額

前年度末までの 当該年度以降の
左の財源内訳

支払義務発生（見込）額 支払義務発生予定額
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1

(1) 給 水 収 益 6,932,272 

(2) 受 託 工 事 収 益 81,574 

(3) そ の 他 営 業 収 益 758,832 7,772,678 

2

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 2,157,674 

(2) 配 水 及 び 給 水 費 888,007 

(3) 受 託 工 事 費 105,326 

(4) 業 務 費 647,614 

(5) 総 係 費 430,356 

(6) 減 価 償 却 費 2,870,399 

(7) 資 産 減 耗 費 64,605 7,163,981 

608,697 

3

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,282 

(2) 他 会 計 補 助 金 4,828 

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 971,410 

(4) 雑 収 益 36,678 1,014,198 

4

(1) 支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸 費 237,708 

(2) 雑 支 出 15,501 253,209 760,989 

1,369,686 

5

(1) 減 損 損 失 46,378 

(2) 過 年 度 損 益 修 正 損 9,636 56,014 

6

　 (1) 予 備 費 4,546 4,546 △ 60,560 

1,309,126 

2,199,167 

3,508,293 

営 業 利 益

令和３年度倉敷市水道事業予定損益計算書

(令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

(単位　千円）

営 業 収 益

営 業 費 用

当 年 度 純 利 益

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 損 失

予 備 費
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1

(1)

イ 2,290,725 

ロ 2,178,757 

△ 955,548 1,223,209 

ハ 129,116,602 

△ 58,963,064 70,153,538 

ニ 9,221,969 

△ 6,974,121 2,247,848 

ホ 110,716 

△ 75,997 34,719 

　 ヘ 314,167 

△ 251,450 62,717 

ト 2,159 

△ 1,166 993 

チ 120,941 

76,134,690 

(2)

イ 18 

ロ 21,984 

ハ 83 

22,085 

(3)

イ 498,406 

498,406 

76,655,181 

2

(1) 5,822,075 

(2) 245,685 

△ 159,235 86,450 

　 (3) 104,915 

(4) 119 

(5) 2,563 

6,016,122 

82,671,303 

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

ダ ム 使 用 権

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

令和３年度倉敷市水道事業予定貸借対照表

(令和４年３月３１日）

(単位　千円）

資        産        の        部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
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3

(1)

イ

15,447,615 

15,447,615 

(2) 195 

(3)

イ 1,021,165 

ロ 152,772 

1,173,937 

(4)

イ 1,036 

1,036 

16,622,783 

4

(1)

イ

1,191,926 

1,191,926 

(2) 423 

(3)

イ 61,788 

ロ 11,869 

73,657 

(4) 1,646,763 

(5) 856,044 

(6) 2,450 

3,771,263 

5

(1)

イ 132,506 

△ 35,284 97,222 

ロ 16,339 

△ 1,397 14,942 

ハ 1,571,401 

△ 618,654 952,747 

ニ 35,703,049 

△ 20,239,884 15,463,165 

ホ 10,762,025 

△ 5,549,808 5,212,217 

ヘ 1,000 

△ 450 550 

21,740,843 

21,740,843 

42,134,889 

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

その他長期前受金

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

他 会 計 負 担 金

収 益 化 累 計 額

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

国 庫 （ 県 ）補 助金

収 益 化 累 計 額

他 会 計 補 助 金

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

未 払 金

預 り 金

そ の 他 流 動 負 債

引 当 金 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債

リ ー ス 債 務

引 当 金

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

修 繕 引 当 金

預 り 金

預 り 保 証 金

固 定 負 債 合 計

引 当 金 合 計

預 り 金 合 計

企 業 債 合 計

負        債        の        部

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債

リ ー ス 債 務

企 業 債 合 計
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6 32,600,533 

7

(1)

イ 32,149 

ロ 17,564 

ハ 2,161 

ニ 1,937,621 

ホ 488,580 

ヘ 14,002 

2,492,077 

(2)

イ 1,935,511 

ロ

3,508,293 

5,443,804 

7,935,881 

40,536,414 

82,671,303 

当 年 度

未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

その他資本剰余金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

建 設 改 良 積 立 金

資 本 剰 余 金

国 庫 （ 県 ）補 助金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

工 事 負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金

剰 余 金
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1

(1)

イ 2,299,725 

ロ 2,178,757 

△ 992,679 1,186,078 

ハ 133,391,604 

△ 61,544,768 71,846,836 

ニ 9,304,736 

△ 7,256,268 2,048,468 

ホ 130,468 

△ 90,372 40,096 

　 ヘ 363,764 

△ 269,801 93,963 

ト 2,159 

△ 1,555 604 

チ 546,733 

78,062,503 

(2)

イ 14 

ロ 20,577 

ハ 83 

20,674 

(3)

イ 498,406 

498,406 

78,581,583 

2

(1) 5,074,577 

(2) 214,627 

△ 164,412 50,215 

　 (3) 142,208 

(4) 119 

(5) 2,563 

5,269,682 

83,851,265 

令和４年度倉敷市水道事業予定貸借対照表

(令和５年３月３１日）

(単位　千円）

資        産        の        部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

ダ ム 使 用 権

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

投資その他の資産合計

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金
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3

(1)

イ

15,973,953 

15,973,953 

(2)

イ 1,073,172 

ロ 152,772 

1,225,944 

(3)

イ 1,036 

1,036 

17,200,933 

4

(1)

イ

1,127,085 

1,127,085 

(2) 193 

(3)

イ 60,692 

ロ 11,654 

72,346 

(4) 1,581,672 

(5) 856,044 

(6) 2,450 

3,639,790 

5

(1)

イ 132,506 

△ 39,455 93,051 

ロ 17,458 

△ 1,778 15,680 

ハ 1,647,502 

△ 653,256 994,246 

ニ 35,984,677 

△ 20,945,714 15,038,963 

ホ 10,966,955 

△ 5,754,738 5,212,217 

ヘ 1,000 

△ 495 505 

21,354,662 

21,354,662 

42,195,385 

負        債        の        部

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

修 繕 引 当 金

預 り 金

預 り 保 証 金

固 定 負 債 合 計

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

未 払 金

預 り 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債

リ ー ス 債 務

引 当 金

収 益 化 累 計 額

他 会 計 負 担 金

収 益 化 累 計 額

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

国 庫 （ 県 ） 補 助 金

収 益 化 累 計 額

他 会 計 補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

その他長期前受金

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

引 当 金 合 計

預 り 金 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計
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6 32,600,533 

7

(1)

イ 32,149 

ロ 17,564 

ハ 2,161 

ニ 1,937,621 

ホ 488,580 

ヘ 14,002 

2,492,077 

(2)

イ 1,033,959 

ロ

5,529,311 

6,563,270 

9,055,347 

41,655,880 

83,851,265 

他 会 計 負 担 金

工 事 負 担 金

受 贈 財 産 評 価 額

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金

剰 余 金

当 年 度

未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

その他資本剰余金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

建 設 改 良 積 立 金

資 本 剰 余 金

国 庫 （ 県 ） 補 助 金

他 会 計 補 助 金
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財務諸表等に係る注記 

 

１ 重要な会計方針 

 (１) 資産の評価及び評価方法 

  ア 有価証券 

    満期保有目的の債券 償却原価法（定額法） 

  イ たな卸資産 

    貯蔵品 移動平均法による原価法（貸借対照評価額は，収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定） 

(２) 固定資産の減価償却の方法 

ア 有形固定資産（リース資産を除く。） 

(ア) 減価償却の方法 定額法による。 

(イ) 主な耐用年数 

    建物       １５年～５０年 

    構築物      １０年～６０年 

    機械及び装置    ８年～２０年 

    工具器具及び備品  ５年～２０年 

イ 無形固定資産（リース資産を除く。） 

減価償却の方法 定額法による。 

ウ リース資産 

(ア) 所有権移転ファイナンス・リース取引に係る資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。 

(イ) 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

本市水道事業は，地方公営企業法第２条第１項各号に掲げる事業であって，地方公営企

業法施行令第８条の２各号に掲げる事業以外の事業に該当するため，通常の貸借取引に係

る方法に準じた会計処理による。  

(３) 引当金の計上方法 

ア 退職給付引当金 

    職員の退職手当の支給に備えるため，当事業年度末における退職手当の要支給額に相当

する金額のうち，「退職手当の負担に関する覚書」に基づき，一般会計が負担する部分を

除く額を計上している。 

イ 賞与引当金及び法定福利費引当金 
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職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びに手当の支給に伴い発生する法定福利費の支   

払に備えるため，当事業年度末における支給見込額に基づき，当事業年度の負担に属する

額を計上している。 

ウ 修繕引当金 

    修繕引当金は，平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものであり，引き続き従前

の例により取り崩すこととしている。 

エ 貸倒引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため，貸倒実績率等による回収不能見込額を計  

上している。 

(４) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜方式によっている。 

 

２ 予定貸借対照表関連 

  該当事項なし。 

 

３ 予定キャッシュ・フロー計算書関連 

  重要な非資金取引なし。 

 

４ セグメント情報 

  本市水道事業のセグメントは，単一セグメントであるため，セグメント情報の記載を省略す

る。 

 

５ リース取引関係 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引 

未経過リース料相当額 

    １年以内 １１，４９７千円 

    １年超  ２４，３６８千円 

      計  ３５，８６５千円 

 

６ その他 

 （１）退職給付引当金の目的使用による取崩しについて 

   当事業年度において，退職手当として１８，６１３千円を支給するため，退職給付引当金

１８，６１３千円を取り崩す。 
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 （２）賞与引当金及び法定福利費引当金の目的使用による取崩しについて 

   当事業年度において，期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支出のうち，前

事業年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）として，７３，６５７千円を

支給するため，賞与引当金６１，７８８千円，法定福利費引当金１１，８６９千円をそれぞ

れ取り崩す。 

（３）貸倒引当金の目的使用による取崩しについて 

   当事業年度において，未収金４，７００千円の貸倒れが生じると見込まれるため，貸倒引

当金４，７００千円を取り崩す。 

 

    

 



収　入 （単位　千円）

節 予 定 額

１ 水道事業 9,463,204

収 益 １ 営 業 収 益 8,472,685

１ 給 水 収 益 7,596,100

給 水 収 益 7,596,100 水道料金

有収水量55,800千㎥×供給単価136.13円

２ 受 託 工 事 72,025

収 益 工 事 収 益 42,601 配給水管仮設，移設工事負担金

修繕工事収益 29,424 修繕工事収入

３ そ の 他 804,560

営 業 収 益 負 担 金 417,695 管理負担金 65,045

水道利用加入金 352,650

他会計負担金 336,226 下水道使用料徴収負担金 311,057

消火栓維持管理負担金 25,017

消防用水使用負担金 152

手 数 料 50,639 設計審査・しゅん工検査手数料 48,582

指定手数料ほか 2,057

２ 営業外収益 990,519

１ 受 取 利 息 1,354

及び配当金 預 金 利 息 647 預金利息

貸 付 金 利 息 2 貸付金利息

有価証券利息 705 有価証券利息

２ 他 会 計 4,748

補 助 金 他会計補助金 4,748 児童手当繰入金

３ 長期前受金 949,959

戻 入 国庫(県)補助金 4,171 償却資産の減価償却見合い分の収益化

長期前受金戻入

他 会 計 補 助 金 381 償却資産の減価償却見合い分の収益化

長期前受金戻入

他 会 計 負 担 金 34,602 償却資産の減価償却見合い分の収益化

長期前受金戻入

工 事 負 担 金 705,830 償却資産の減価償却見合い分の収益化

長期前受金戻入

受贈財産評価額 204,930 償却資産の減価償却見合い分の収益化

長期前受金戻入

そ の 他 45 償却資産の減価償却見合い分の収益化

長期前受金戻入

４ 雑 収 益 34,458

不用品売却収益 1,770 不用量水器売却収入

その他雑収益 32,688 庁舎使用料 1,818

職員委嘱に伴う負担金 694

水質検査受託負担金 21,937

修理可能量水器再入庫に伴う評価額 4,605

その他雑入 3,634

令和４年度　倉敷市水道事業会計予算実施計画明細書
収益的収入及び支出

款 項 目 備　　　　　　　　　　　　考
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支　出 （単位　千円）

節 予 定 額

１ 水道事業 7,913,562

費　　用 １ 営 業 費 用 7,679,229

１ 原 水 及 び 2,443,085

浄 水 費 給 料 51,978 職員１２人及び会計年度任用職員２人分

手 当 23,613 扶養手当 2,646

住居手当 672

通勤手当 1,077

管理職手当 2,790

期末勤勉手当 12,153

時間外勤務手当 4,158

特殊勤務手当 93

管理職員特別勤務手当 24

児 童 手 当 1,980 児童手当７人分

法 定 福 利 費 15,253 共済組合負担金 14,863

地公災補償負担金 118

社会保険料（会計年度任用職員） 272

被 服 費 201 技術服

備 消 品 費 6,535 備品，消耗品費

燃 料 費 1,702 水質試験用燃料 1,290

自動車用燃料ほか 412

光 熱 水 費 1,624 光熱水費 311

下水道使用料 1,313

通 信 運 搬 費 2,684 回線使用料ほか

委 託 料 171,409 浄化槽管理委託 68

草刈等委託 16,910

片島浄水場汚泥処理業務委託 6,083

消防用設備点検業務委託 559

水質監視機器点検業務委託 3,951

管理棟及び窓ガラス清掃委託 3,098

片島浄水場沈殿池等清掃業務委託 3,593

福井マンガン汚泥移送業務委託 506

水質廃液処理委託 281

流量計点検委託 3,198

設備点検業務委託 2,526

浄水施設運転管理業務委託 90,684

水槽内部清掃業務委託 6,466

片島浄水場中央監視システム点検管理業務委託 7,370

水道水質毎日検査業務委託 13,893

自家用電気工作物保安管理業務委託 3,778

水質検査機器保守点検業務委託 4,706

作業環境測定業務委託 780

その他委託料 2,959

手 数 料 734 し尿くみ取り手数料 2

検便手数料 58

車検に伴う検査手数料 3

分析手数料 170

その他手数料 501

賃 借 料 116 機器借上料 81

高所配水施設電線共架料ほか 35

修 繕 費 179,826 自動車修理費 333

浄水施設等修繕費 170,525

水質検査機器修繕費 8,968

動 力 費 146,000 ポンプ動力費 145,444

非常用発電機関等油代 556

薬 品 費 68,130 滅菌用薬品費 6,160

浄水処理用薬品費 55,000

水質試験用薬品費 6,970

材 料 費 300 施設修繕材料費

款 項 目 備　　　　　　　　　　　　考
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節 予 定 額款 項 目 備　　　　　　　　　　　　考

負 担 金 1,299 岡山県広域水道企業団負担金 1,170

国有資産等所在市町村交付金 129

受 水 費 1,761,962 備南水道企業団　受水量24,800千㎥ 763,840

837,144

岡山県広域水道企業団　受水量1,371千㎥ 160,978

賞与引当金繰入額 6,490 賞与引当金繰入

法 定 福 利 費 1,249 法定福利費引当金繰入

引当金繰入額

２ 配 水 及 び 940,207

給 水 費 給 料 169,128 職員４１人及び会計年度任用職員４人分

手 当 80,316 扶養手当 5,358

住居手当 3,039

通勤手当 3,127

管理職手当 10,480

期末勤勉手当 40,729

時間外勤務手当 17,127

特殊勤務手当 268

管理職員特別勤務手当 188

児 童 手 当 2,325 児童手当１０人分

法 定 福 利 費 50,576 共済組合負担金 49,635

地公災補償負担金 394

社会保険料（会計年度任用職員） 547

被 服 費 618 技術服

備 消 品 費 2,621 消耗品費

燃 料 費 2,266 自動車用燃料費

光 熱 水 費 1,719 配水池及びポンプ所電灯料ほか

通 信 運 搬 費 18,983 回線使用料ほか

委 託 料 439,344 量水器取替工事等委託料 3,474

高所加圧ポンプ場管理委託料 11,550

配水管等修繕委託料 258,226

貯水槽水道巡回点検業務委託料 4,634

配給水管漏水調査委託料 55,452

ポンプ所除草作業委託料 10,588

配水池等清掃委託料 11,200

自家用電気工作物保安管理業務委託料 910

送配水管電気防食定期試験及び調査委託料 820

消火栓修繕等工事委託料 25,020

テレメータ保守点検業務委託料 4,300

水圧調査業務委託料 6,790

水道施設管理システム維持管理委託料 45,493

倉庫天井クレーン保守点検委託料 128

水管橋点検業務委託料 759

手 数 料 77 車検に伴う検査手数料ほか

賃 借 料 13,282 水道施設管理システム借上料 12,486

水道施設借地料ほか 796

修 繕 費 20,155 自動車修理費 2,254

配水池及びポンプ所施設修繕費 17,411

機械器具備品修繕費 490

路 面 復 旧 費 36,935 市内一円路面復旧費 36,816

復旧材料費 119

動 力 費 58,716 ポンプ場電力料

材 料 費 3,710 公道部分配・給水管修理用資材費 100

加圧ポンプ施設等修理用資材費 400

テレメータ交換部品費 3,210

工 事 請 負 費 12,592 配水管移設，仮設工事費ほか

補 償 費 500 補償金

負 担 金 468 海底送水管損害保険料負担金

賞与引当金繰入額 21,699 賞与引当金繰入

法 定 福 利 費 4,171 法定福利費引当金繰入

引当金繰入額

雑 費 6 雑費

岡山県南部水道企業団　受水量13,590千㎥
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節 予 定 額款 項 目 備　　　　　　　　　　　　考

３ 受託工事費 99,038

給 料 20,414 職員５人及び会計年度任用職員１人分

手 当 6,600 住居手当 632

通勤手当 405

期末勤勉手当 4,290

時間外勤務手当 1,266

特殊勤務手当 7

児 童 手 当 180 児童手当１人分

法 定 福 利 費 5,433 共済組合負担金 5,251

地公災補償負担金 41

社会保険料（会計年度任用職員） 141

被 服 費 62 技術服

備 消 品 費 98 消耗品費

燃 料 費 536 自動車用燃料費

印 刷 製 本 費 427 給水工事申請書等印刷費

委 託 料 23,541 配水管及び公道に係る修繕工事委託料

手 数 料 2 車検に伴う検査手数料

修 繕 費 158 自動車修理費

工 事 請 負 費 38,844 配水管移設，仮設工事費

賞与引当金繰入額 2,303 賞与引当金繰入

法 定 福 利 費 440 法定福利費引当金繰入

引当金繰入額

４ 業 務 費 701,175

給 料 53,435 職員１１人及び会計年度任用職員３人分

手 当 19,350 扶養手当 1,236

住居手当 942

通勤手当 945

管理職手当 2,790

期末勤勉手当 12,542

時間外勤務手当 880

特殊勤務手当 11

管理職員特別勤務手当 4

児 童 手 当 540 児童手当２人分

法 定 福 利 費 15,205 共済組合負担金 14,673

地公災補償負担金 110

社会保険料（会計年度任用職員） 422

備 消 品 費 565 消耗品費

燃 料 費 252 自動車用燃料費

印 刷 製 本 費 8,043 業務関係印刷費 4,134

収納関係印刷費 2,515

電算関係印刷費 1,394

通 信 運 搬 費 17,858 納入通知書等郵送料 17,673

携帯電話料 53

データ伝送用回線使用料 132

委 託 料 566,236 金融機関収納取扱委託料 8,968

宛名照会関連業務委託料 265

ＯＣＲ納付書読取委託料 404

収納代行委託料 15,804

水道料金関係業務委託料 65,335

水道料金収納等業務委託料 475,460

手 数 料 1,460 郵便自動振替手数料 1,430

その他手数料ほか 30

賃 借 料 309 機器借上料ほか

修 繕 費 151 自動車修理費

賞与引当金繰入額 6,615 賞与引当金繰入

法 定 福 利 費 1,279 法定福利費引当金繰入

引当金繰入額

貸倒引当金繰入額 9,877 貸倒引当金繰入
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節 予 定 額款 項 目 備　　　　　　　　　　　　考

５ 総 係 費 416,849

給 料 107,964 管理者，職員２４人及び会計年度任用職員１人分

手 当 52,589 扶養手当 2,730

住居手当 2,304

通勤手当 1,773

管理職手当 5,949

期末勤勉手当 26,786

時間外勤務手当 11,709

特殊勤務手当 15

管理職員特別勤務手当 760

地域手当 563

児 童 手 当 1,320 児童手当６人分

報 酬 235 水道事業経営審議会委員報酬

法 定 福 利 費 33,551 共済組合負担金 32,722

地公災補償負担金 259

社会保険料（会計年度任用職員） 570

旅 費 2,013 県内・県外旅費

退 職 給 付 費 70,620 退職給付引当金繰入

報 償 費 22 退職者記念品

被 服 費 155 技術服

備 消 品 費 2,900 備品，消耗品費

燃 料 費 383 自動車用燃料費

光 熱 水 費 4,680 庁舎用電灯料 2,772

庁舎用下水道使用料 1,082

庁舎用冷暖房料ほか 826

印 刷 製 本 費 4,913 水道事業年報印刷製本費ほか

通 信 運 搬 費 3,773 電話料 2,981

郵便料ほか 792

委 託 料 49,600 企業会計関連業務委託料 924

庁内ＬＡＮ関連委託料 13,982

工事管理システムプログラムサポート料 1,500

労働者派遣委託料 3,004

宿日直業務委託料 11,837

職員厚生委託料 2,028

アセットマネジメント業務委託料 15,449

広報紙Web版制作業務委託料ほか 876

手 数 料 143 寝具類等クリーニング，乾燥手数料ほか

賃 借 料 5,010 機器借上料 3,512

車借上料ほか 1,498

修 繕 費 750 自動車修理費 410

庁舎等修理費 240

機械・備品等修理費 100

図 書 新 聞 費 1,252 法令集追録，参考図書及び新聞代ほか

研 修 費 5,439 職員研修費

厚 生 費 971 職員厚生会負担金 687

健康診断料ほか 284

交 際 費 300 交際費

負 担 金 43,900 29,406

3,764

750

3,678

電子入札システム負担金 2,263

コールセンター負担金 2,057

工事管理システム負担金 1,852

公文書廃棄処理負担金ほか 130

会 費 負 担 金 1,579 日本水道協会負担金ほか

食 糧 費 28 食糧費

保 険 料 5,206 自賠責保険料 570

全国市有物件災害共済自動車保険料 753

同建物保険料 570

日水協水道賠償責任保険料 3,313

庁舎（営業所を含む）維持管理負担金

岡山県広域水道企業団運営経費負担金

広報紙配布負担金

土地・建物（営業所を含む）使用負担金
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節 予 定 額款 項 目 備　　　　　　　　　　　　考

公 課 費 445 自動車重量税

賞与引当金繰入額 14,357 賞与引当金繰入

法 定 福 利 費 2,751 法定福利費引当金繰入

引当金繰入額

６ 減価償却費 2,997,447

有形固定資産 2,996,036 有形固定資産減価償却費

減 価 償 却 費 【対象資産】 建 物

構 築 物

機械及び装置

車 両 運 搬 具

工具器具備品

リ ー ス 資 産

計 67,218,519

無形固定資産 1,411 無形固定資産減価償却費

減 価 償 却 費 【対象資産】 施 設 利 用 権

ダ ム 使 用 権

計 22,085

７ 資産減耗費 81,428

固定資産除却費 67,928 配水管等除却費ほか

固定資産撤去費 13,100 配水施設等撤去費

たな卸資産減耗費 400 たな卸差損

２ 営業外費用 223,083

１ 支払利息及び 221,426

企 業 債 企 業 債 利 息 221,426 財務省（対象額　14,345,075） 174,198

取 扱 諸 費 47,228

２ 消費税及び 1,657

地方消費税 消費税及び地方消費税 1,657 消費税及び地方消費税納付金

３ 特 別 損 失 6,250

１ 過年度損益 6,250

修 正 損 過年度損益修正損 6,250 過年度分調定減ほか

４ 予 備 費 5,000

１ 予 備 費 5,000

予 備 費 5,000 予定外経費

地方公共団体金融機構（対象額　2,294,466）
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収　入 （単位　千円）

節 予 定 額

１ 資 本 的 2,094,367

収 入 １ 企 業 債 1,700,000

１ 企 業 債 1,700,000

企 業 債 1,700,000 建設改良事業等に充当する企業債

２ 補 助 金 1,184

１ 他会計補助金 1,184

他 会 計 補 助 金 1,184 児童手当繰入金

３ 他会計負担金 80,530

１ 他会計負担金 80,530

他会計負担金 80,530 消火栓設置負担金

４ 工事負担金 312,653

１ 工事負担金 312,653

工 事 負 担 金 312,653 配水管新設工事負担金 103,800

下水道工事等に伴う移設工事負担金 193,877

その他工事負担金 14,976

支　出 （単位　千円）

節 予 定 額

１ 資 本 的 6,477,380

支 出 １ 建設改良費 5,228,876

１ 拡張事業費 403,971

給 料 25,305 職員７人分

手 当 15,399 扶養手当 816

住居手当 615

通勤手当 243

管理職手当 1,511

期末勤勉手当 9,414

時間外勤務手当 2,784

特殊勤務手当 8

管理職員特別勤務手当 8

児 童 手 当 720 児童手当２人分

法 定 福 利 費 8,047 共済組合負担金 7,986

地公災補償負担金 61

旅 費 12 旅費

被 服 費 109 技術服

備 消 品 費 88 消耗品費

燃 料 費 157 自動車用燃料費

通 信 運 搬 費 53 携帯電話料

修 繕 費 81 自動車修理費

工 事 請 負 費 353,000 143,000

210,000

負 担 金 1,000 ガス管等移設負担金

資本的収入及び支出

款 項 目 備　　　　　　　　　　　　考

款 項 目 備　　　　　　　　　　　　考

　配水管新設工事　DIPφ400mm　L=500m

　配水施設工事　　配水池造成工事
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節 予 定 額款 項 目 備　　　　　　　　　　　　考

２ 建 設 改 良 4,737,446

事 業 費 給 料 48,634 職員１４人分

手 当 32,852 扶養手当 1,314

住居手当 1,824

通勤手当 1,245

管理職手当 872

期末勤勉手当 16,368

時間外勤務手当 11,186

特殊勤務手当 39

管理職員特別勤務手当 4

児 童 手 当 930 児童手当４人分

法 定 福 利 費 14,931 共済組合負担金 14,809

地公災補償負担金 122

旅 費 12 旅費

被 服 費 201 技術服

備 消 品 費 1,414 備品，消耗品費

燃 料 費 465 自動車用燃料費

通 信 運 搬 費 212 携帯電話料

委 託 料 280,865 管敷設設計業務委託料 186,670

配水管等修繕工事委託料 3,740

90,455

手 数 料 4,870 建築確認申請手数料ほか

修 繕 費 337 自動車修理費

路 面 復 旧 費 68,900 配水管布設跡路面復旧費

工 事 請 負 費 4,164,368 配水施設整備事業

　配水管新設（局施工）工事 6,900

　　HPPEφ75㎜　L=100m

　　PPφ40㎜　L=30m

　配水管新設（一宅）工事 281,159

　　PPφ40㎜～HPPEφ75㎜　L=440m

　　PPφ40㎜～DIPφ150㎜　L=4,780m

　配水管新設（区画整理）工事 111,000

　　HPPEφ75㎜～DIPφ200㎜　L=1,080m

　配水管改良工事 2,294,600

　　DIPφ100㎜～φ500㎜　L=10,855m

　　HPPEφ50㎜～φ75㎜　L=9,550m

　　PPφ40㎜ほか　L=2,165m

　配水管移設工事 430,780

　　PPφ40㎜～GX-DIPφ200㎜　L=4,020m

　　PPφ40㎜～DIPφ150㎜　L=2,030m

　　HPPEφ50㎜～φ75㎜　L=490m

　　DIPφ150㎜　L=190m

　消火栓設置工事　１３基 13,745

配水施設整備事業 836,884

　　ポンプ場築造工事ほか

浄水施設整備事業 126,300

　　浄水場設備更新工事ほか

送水施設整備事業 63,000

　　送・配水管改良工事　DIPφ150㎜ L=660m

その他委託料
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節 予 定 額款 項 目 備　　　　　　　　　　　　考

補 償 費 1,000 用地購入等に伴う補償費

量 水 器 費 107,822 量水器費

　　φ13㎜ 15,997基

　　φ20㎜ 14,411基

　　φ25㎜ 1,200基

　　φ40㎜～φ200㎜ 497基

　　　計 32,105基

負 担 金 9,633 ガス管等移設負担金 7,000

国交省負担金 2,633

３ 土 地 9,000

購 入 費 施 設 用 地 9,000 施設用地購入費

４ 車両運搬具 22,300

購 入 費 車 両 運 搬 具 22,300 車両５台購入費

５ 工具器具備品 55,692

購 入 費 工具器具備品 55,692 水質試験用工具器具購入費 54,505

施設管理用工具器具購入費 666

その他工具器具備品購入費 521

６ リース資産 467

購 入 費 リ ー ス 資 産 467 リース債務支払額

２ 企 業 債 1,238,504

償 還 金 １ 企業債償還金 1,238,504

企業債償還金 1,238,504 財務省（対象額　14,345,075） 892,221

346,283

３ 予 備 費 10,000

１ 予 備 費 10,000

予 備 費 10,000 予定外経費

16639541

地方公共団体金融機構（対象額　2,294,466）
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